
令和 主

ステム関連の機器をリ

な

ース契約すると

ともに

事

、システムの管理・運

業

用支援の委託契約を行

う。

1

令和  6 年度
介

長寿課の主な事業

介

護

護保険会計

介護保険シ

保

ステム改修事業
予算額

険

60,335 千円

目

会

的

　「地方公共団体情

 
計

報システムの標準化に

シ

関する法

律（令和３年

ス

法律第４０号）」に基

テ

づく自治体情報

システ

ム

ムの標準化・共通化へ

運

対応する（令和７年度

用

までに移行）。

　標準

管

準拠システム利用によ

理

り、経費削減を目指す

事

。

主たる内容

 現状業

6

業

務と標準システムの差

予

異調査、導入、移行

を

算

行う。

1

令和  6 年

額

度 長寿課の主な事業

1

介護保険会計

介護認定

5

審査会事業
予算額 20

,

,053 千円

目的　

0

　要介護認定を行う介

6

護認定審査会を運営す

5

る。

主たる内容　

  

年

千

介護認定審査会に出席

円

した委員に対し報酬を支払

う。月１５回の定

目

期開催（年１８０回）

的

で１回につ

き委員５人

　

が出席する。

  介護

　

認定審査会で審査する

介

案件の資料等を作成し

護

委員に配布する。ウェ

保

ブ会議システムを利用

度

険

しオン

ラインで開催す

シ

る。

 

1

令和  6 年

ス

度 長寿課の主な事業

テ

介護保険会計

自動車購

ム

入等事業
予算額 1,1

を

74 千円

目的

 介護

円

認定調査員が、要介護

滑

認定者の自宅等を訪問

に

し、身体状況の調査を

運

実施するために業務車

長

用

を購入

及び更新する。

す

主たる内容

　業務車の

る

車両購入費等

　（ミラ

こ

イース　増車１台）

と

1

令和  6 年度 長寿課

に

の主な事業

介護保険

よ

会計

認定調査事業
予算

り

額 89,716 千円

、

目的  　

　要介護認

介

定の一次判定を行うた

寿

護

めに介護認定調査

員に

保

よる申請者の身体状況

険

の調査を行うとともに

事

、

主治医意見書の請求

務

を行う。

主たる内容　

を

　

 介護認定調査員に

迅

よる訪問調査とコンピ

速

ューター

判定(一次判

か

定)、主治医の意見書

つ

など介護認定審査

会に

課

正

必要な資料を作成する

確

。

1

に行う。

主たる内

の

容　　

  介護保険シ



令和 主

保険制度の理解を深め

な

、介護保険事業計画の

事

推進を図るため、市民

業

向けに高齢期に備える講座を

開催する。

2

介

令和  6 年度 長寿課の
護

主な事業

介護保険会

保

計

サービス事業者振興

険

事業
予算額 233 千円

会

目的　

　介護保険サ

 
計

ービス事業者に対し、

趣

研修や情報提供

を行う

旨

ことで、事業者及び介

普

護職員のスキルアップ

及

を図る。

主たる内容

　

事

介護保険サービス事業

業

者に対する研修会を開

予

催す

る。

　令和３年度

算

報酬改定における改定

額

事項として、介

護保険

6

5

サービス事業所に実施

7

が義務付けられている

0

、感染症等の対策及び

千

虐待の防止のための研

円

修を市

が主催して開催する。

2

令和  6 年

目

度 長寿課の主な事業

的

介護保険会計

計画懇話

　

会事業
予算額 432 千

　

円

目的

　刈谷市介護

年

介

保険事業計画及び刈谷

護

市高齢者福祉計

画に関

保

し、市民の意見を反映

険

させ、公正・中立性を

制

確保した地域包括支援

度

センター並びに地域密

の

着型サ

ービス等の適正

趣

な運営を確保する。

主

旨

たる内容

　第９期介護

普

保険事業計画等の進捗

度

及

状況の報告を行

い、適

を

切な運営を図る。

　ま

図

た、地域包括支援セン

る

ターの事業内容の報告

。

、

地域密着型サービス

主

等の指定等に関する事

た

項につい

て、懇話会に

る

対して協議を行う。

内

2

令和  6 年度 長寿課

容

の主な事業

介護保険

長

　

会計

居宅介護サービス

〇

給付事業
予算額 3,7

介

95,998 千円

目

護

的　

  要介護認定者

保

が居宅介護サービスを

険

利用した場合

に、サー

制

ビス費の一部を支給し

度

、居宅介護の負担の

軽

や

減を図る。

 

　

主たる

サ

内容　

　居宅介護サー

寿

ー

ビスを利用した場合に

ビ

給付費を支給

する。（

ス

※特定施設入居者生活

に

介護を除く。）

 

　給

関

付割合：9割

(※一定

す

以上所得者は8割又は

る

7割)

2

令和  6 年

パ

度 長寿課の主な事業

ン

介護保険会計

特定分居

フ

宅介護サービス給付事

課

レ

業
予算額 299,13

ッ

6 千円

目的　

　要介

ト

護認定者が特定施設に

を

係るサービスを利用し

作

た場合に、サービス費

成

の一部を支給し、居宅

し

介護の

負担軽減を図る

、

。

 

主たる内容　

　特

市

定施設入居者生活介護

民

を利用した場合に給付

の

等

費

を支給する。

 

　給

へ

付割合：9割

(※一定

配

以上所得者は8割又は

布

7割)

2

する。

〇介護



令和 主

10万円を上限として

な

、その一部を支給

し、

事

居宅介護の負担軽減を

業

図る。

主たる内容　

　特定福祉用具を購入し

介

た場合に、給付費を支

護

給す

る。

 

　給付割合

保

：9割

（※一定以上の

険

所得者は8割又は7割

会

）

3

令和  6 年度 長 
計

寿課の主な事業

介護

居

保険会計

居宅介護住宅

宅

改修事業
予算額 30,

介

465 千円

目的　

　

護

要介護認定者が手すり

福

の取付け、段差の解消

祉

、床

または通路面の材

用

料の変更、引き戸等へ

具

の扉の取替

え、洋式便

購

器等への便器の取替え

6

入

等の住宅改修を行

った

事

場合に、改修費20万

業

円を上限として、その

予

一部

を支給し、居宅介

算

護の負担軽減を図る。

額

主たる内容　

　介護保

1

険の対象となる住宅改

6

修を行った場合に給

付

,

費を支給する。

 

　給

1

付割合：9割

（※一定

年

0

以上所得者は8割又は

0

7割）

3

令和  6 年

千

度 長寿課の主な事業

円

介護保険会計

地域密着型介護サービス給付事

目

業
予算額 1,024,

的

566 千円

目的　

　

　

要介護認定者が地域密

　

着型サービスを利用し

要

た場

合に、サービス費

度

介

の一部を支給し、居宅

護

介護の負担

軽減を図る

認

。

 

主たる内容　

　地

定

域密着型介護サービス

者

を利用した場合に給付

が

費

を支給する。

 

　給

介

付割合：9割

 (※一

護

定以上所得者は8割又

保

は7割)

3

令和  6

険

年度 長寿課の主な事業長

の

介護保険会計

施設介

給

護サービス給付事業
予

付

算額 2,936,47

対

5 千円

目的　

　要介

象

護認定者が施設介護サ

と

ービスを利用した場合

な

に、サービス費の一部

る

を支給し、施設介護の

特

負担軽

減を図る。

 

 

定

主たる内容　

　施設介

寿

福

護サービスを利用した

祉

場合に給付費を支給

す

用

る。

 

　給付割合：9

具

割

 (※一定以上所得

（

者は8割又は7割)

腰

3

令和  6 年度 長寿課

掛

の主な事業

介護保険

便

会計

居宅介護サービス

座

計画給付事業
予算額 4

、

41,517 千円

目

課

入

的　

　要介護認定者の

浴

居宅介護サービス計画

補

を作成した

場合に、ケ

助

アプランの作成費を支

用

給し、居宅介護の

ケア

具

プラン作成に関する負

等

担軽減を図る。

 

　

主

）

たる内容　

　居宅介護

を

サービス計画の作成に

購

係る費用を支給す

る。

の

入

3

した場

合に、購入費



令和 主

 

主たる内容　

　介護

な

予防サービスを利用し

事

た場合に、給付費を支

業

給する。（※介護予防特定施設入居者生活介

介

護は除

く。）

 

　給付

護

割合：9割

（※一定以

保

上所得者は8割又は7

険

割）

4

令和  6 年度
会

長寿課の主な事業

介

 
計

護保険会計

特定分介護

介

予防サービス給付事業

護

予算額 21,364 千

予

円

目的　

　要支援認

防

定者が特定施設に係る

サ

サービスを利用し

た場

ー

合に、サービス費の一

ビ

部を支給し、介護予防

ス

の

負担軽減を図る。

 

給

 

　

主たる内容　

　介

6

付

護予防特定入居者生活

事

介護を利用した場合に

業

給

付費を支給する。

 

予

　給付割合：9割

（※

算

一定以上所得者は8割

額

又は7割）

4

令和  

2

6 年度 長寿課の主な事

0

業

介護保険会計

介護

3

予防福祉用具購入事業

,

予算額 4,200 千円

年

0

目的　

　要支援認定

9

者が介護保険の給付対

1

象となる特定福

祉用具

千

（腰掛便座、入浴補助

円

用具等）を購入した場

合に、購入費10万円

目

を上限として、その一

的

部を支給

し、介護予防

　

の負担軽減を図る。

主

　

たる内容　

　特定福祉

度

要

用具を購入した場合に

支

、給付費を支給す

る。

援

 

　給付割合：9割

（

認

※一定以上の所得者は

定

8割又は7割）

4

令

者

和  6 年度 長寿課の主

が

な事業

介護保険会計

介

介護予防住宅改修事業

護

予算額 23,483 千

予

円

目的　

　要支援認

長

防

定者が手すりの取付け

サ

、段差の解消、床

また

ー

は通路面の材料の変更

ビ

、引き戸等への扉の取

ス

替

え、洋式便器等への

を

便器の取替え等の住宅

利

改修を行

った場合に、

用

改修費20万円を上限

し

として、その一部

を支

た

給し、介護予防の負担

寿

場

軽減を図る。

主たる内

合

容　

　介護保険の対象

に

となる住宅改修を行っ

、

た場合に給

付費を支給

サ

する。

 

　給付割合：

ー

9割

（※一定以上所得

ビ

者は8割又は7割）

ス

4

令和  6 年度 長寿課

費

の主な事業

介護保険

の

会計

地域密着型介護予

課

一

防サービス給付事
予算

部

額 18,602 千円
業

を

目的　

　要支援認定

支

者が地域密着型介護予

給

防サービスを利

用した

し

場合に、サービス費の

、

一部を支給し、介護予

介

防の負担軽減を図る。

護

 

主たる内容　

　地域

予

密着型介護予防サービ

の

防

スを利用した場合に給

の

付費を支給する。

 

 

負

 給付割合：9割

（※

担

一定以上所得者は8割

軽

又は7割)

4

減を図る。



令和 主

ン作成に関する負担軽

な

減を図る。

 

主たる内

事

容　

　介護予防サービ

業

ス計画の作成に係る費用を支給す

る。

5

令
介

和  6 年度 長寿課の主
護

な事業

介護保険会計

保

審査手数料支払事業
予

険

算額 5,388 千円

会

目的　

　適切に保険給

 
計

付費を支払うため、愛

介

知県国民健康

保険団体

護

連合会が行う事業者か

予

らの介護報酬請求の

審

防

査・支払に対する手数

サ

料を支払う。

  

主た

ー

る内容　

　愛知県国民

ビ

健康保険団体連合会が

ス

行う事業者から

の介護

計

報酬請求の審査・支払

6

画

に対する手数料を支払

給

う。

  

5

令和  6

付

年度 長寿課の主な事業

事

介護保険会計

高額介

業

護サービス事業
予算額

予

226,135 千円

算

目的    

　要介護

額

認定者の利用者負担合

5

計額が一定額を超え

た

5

場合に、高額介護サー

年

,

ビス費を支給し、利用

0

者の

負担軽減を図る。

8

主たる内容　　 

　利

7

用者負担分が一定額を

千

超えた場合に、超えた

円

分

を高額介護サービス費として支給する。

目

5

令和  6 年度 長寿課

的

の主な事業

介護保険

　

会計

高額介護予防サー

度

　

ビス事業
予算額 411

要

千円

目的    

　

支

要支援認定者の利用者

援

負担合計額が一定額を

認

超え

た場合に、高額介

定

護予防サービス費を支

者

給し、利用

者の負担軽

の

減を図る。 

主たる内

介

容     

　利用者

護

負担分が一定額を超え

長

予

た場合に、超えた分

を

防

高額介護予防サービス

サ

費として支給する。

ー

5

令和  6 年度 長寿課

ビ

の主な事業

介護保険

ス

会計

高額医療合算介護

計

サービス事業
予算額 3

画

7,806 千円

目的

を

　

　各医療保険者にお

作

ける世帯内で、１年間

寿

成

の医療及

び介護両制度

し

における自己負担額が

た

著しく高くなっ

た場合

場

に、一定の上限額を超

合

える部分について、高

に

額医療合算介護サービ

、

ス費を支給し、要介護

ケ

認定者

の利用負担の軽

ア

減を図る。

主たる内容

プ

　

　各医療保険者にお

課

ラ

ける世帯内で、医療と

ン

介護を合

算した自己負

の

担額が、一定額を超え

作

た場合に、超え

た部分

成

を医療・介護両保険者

費

で按分し、介護保険分

を

を高額医療合算介護サ

支

ービス費として支給す

給

る。

5

し

の

、介護予防の

ケアプラ



令和 主

一定の上限額を超える

な

部分について、高

額医

事

療合算介護予防サービ

業

ス費を支給し、要支援認

定者の利用負担の軽

介

減を図る。

主たる内容

護

　

　各医療保険者にお

保

ける世帯内で、医療と

険

介護を合

算した自己負

会

担額が一定額を超えた

 
計

場合に、超えた

部分を

高

医療・介護両保険者で

額

按分し、介護保険分を

医

高額医療合算介護予防

療

サービス費として支給

合

する。

6

令和  6 年

算

度 長寿課の主な事業

介

介護保険会計

特定入所

護

者介護サービス事業
予

予

算額 116,557 千

6

防

円

目的　

　介護保険

サ

の施設入所等に係る居

ー

住費（滞在費）及

び食

ビ

費について低所得の利

ス

用者の負担軽減を図る

事

。

主たる内容　

　低所

業

得の要介護認定者が施

予

設介護サービス等を利

算

用した場合、居住費（

額

滞在費）及び食費の利

年

8

用者負

担額に上限を設

8

け、基準費用額との差

0

額を特定入所

者介護サ

千

ービス費として施設等

円

に補足給付する。

6

令和  6 年度 長寿課の

目

主な事業

介護保険会

的

計

特定入所者介護予防

　

サービス事業
予算額 3

　

60 千円

目的

　短期

度

各

入所生活介護等の利用

医

に係る滞在費と食費に

療

ついて、低所得の利用

保

者の負担軽減を図る。

険

 

主たる内容　

　低所

者

得の要支援認定者が短

に

期入所生活介護等を利

お

用した場合、滞在費及

け

び食費の利用者負担額

る

に上限

を設け、基準費

長

世

用額との差額を特定入

帯

所者介護予防

サービス

内

費として事業者に補足

で

給付する。

6

令和  

、

6 年度 長寿課の主な事

１

業

介護保険会計

訪問

年

介護相当サービス事業

間

予算額 84,118 千

の

円

目的

　要支援認定

医

者又は基本チェックリ

寿

療

スト該当者に対

して、

及

介護予防訪問介護に相

び

当するサービスを提供

介

し、介護予防の推進を

護

図る。

主たる内容

　訪

両

問介護相当サービスを

制

利用した場合に、サー

度

ビ

ス費の一部を支給す

に

る。

　支給割合：9割

お

（※一定以上所得者は

課

け

8割又は7割）

6

令

る

和  6 年度 長寿課の主

自

な事業

介護保険会計

己

緩和基準訪問型サービ

負

ス事業
予算額 673 千

担

円

目的

　要支援認定

額

者又は基本チェックリ

が

スト該当者に対

し、緩

著

和した基準による訪問

し

型サービスを提供し、

の

く

介護予防の推進を図る

高

。

主たる内容

　緩和し

く

た基準による訪問型サ

な

ービスを利用した場

合

っ

にサービス費の一部を

た

支給する。

　支給割合

場

：9割

（※一定以上所

合

得者は8割又は7割）

に

6

、



令和 主

で通所事業参加が困難

な

な人に対し、

必要に応

事

じて地域包括支援セン

業

ター職員等が訪問し

て相談に応じ、通所事業

介

に結びつける。

　また

護

、食生活に課題のある

保

人を対象に、低栄養の

険

予防・改善のために管

会

理栄養士等が訪問し、

 
計

助言指

導、相談等を行

介

う。

　訪問回数：8回

護

以内

　訪問時間：1～

予

2時間

　期　　間：3

防

～6か月

7

令和  6

訪

年度 長寿課の主な事業

問

介護保険会計

生活機

事

能向上訪問事業
予算額

業

1,659 千円

目的

予

  病気や老化による

6

算

心身機能の低下や生活

額

環境の変

化により生活

8

行為が低下している高

,

齢者に対し、リ

ハビリ

9

テーション専門職等を

2

派遣し指導することに

4

より、生活機能の向上

千

を図るとともに介護予

円

防を推

進する。

主たる内容

 リハビリテーシ

年

目

ョン専門職等を在宅生

的

活している

高齢者宅に

　

派遣し、生活機能の向

高

上を目的に運動指

導や

齢

アドバイスを行う。

者

7

令和  6 年度 長寿課

の

の主な事業

介護保険

機

会計

通所介護相当サー

能

ビス事業
予算額 170

的

,696 千円

目的

　

度

健

要支援認定者又は基本

康

チェックリスト該当者

の

に対

して、介護予防通

低

所介護に相当するサー

下

ビスを提供

し、介護予

予

防の推進を図る。

主た

防

る内容

　通所介護相当

と

サービスを利用した場

介

合に、サービ

ス費の一

護

部を支給する。

　支給

長

予

割合：9割

（※一定以

防

上所得者は8割又は7

の

割）

7

令和  6 年度

た

長寿課の主な事業

介

め

護保険会計

緩和基準通

、

所型サービス事業
予算

管

額 21,040 千円

理

目的

　要支援認定者又

栄

は基本チェックリスト

養

該当者に対

して、緩和

寿

士

した基準による通所型

等

サービスを提供し

介護

が

予防の推進を図る。

主

訪

たる内容

　緩和した基

問

準による通所型サービ

す

スを利用した場

合にサ

る

ービス費の一部を支給

こ

する。

　

　支給割合：

と

9割

（※一定以上所得

で

者は8割又は7割）

課

栄

7

養改善を図る。

主た

の

る内容

　閉じこもり等



令和 主

者

動的で生きがいのある

に

生

活や人生を送ること

対

ができるよう支援する

し

。

主たる内容

　サロン

て

等においてあたまの健

、

康チェック等のもの

忘

基

れ啓発・認知症予防事

礎

業を実施し、地域にお

体

ける

認知症予防施策を

力

行うことで、介護予防

な

及

の意識の醸

成や介護予

び

防事業への参加を促す

バ

。

8

ランス

能力の向

事

上を図るための事業を

業

実施し、日常生活機

能の改善を支援すること

介

により介護予防の推進

護

を図

る。

主たる内容　

保

　理学療法士、健康運

険

動実践指導者、介護職

会

員等の

指導の下、高齢

 
計

者向けのトレーニング

筋

機器を使用し

て、筋力

力

、基礎体力、バランス

向

能力の向上を図る。

 

上

・1クールあたり、2

ト

2回（3か月）

・利用

レ

者は利用料、保険料と

ー

して負担金を納付する

ニ

8

令和  6 年度 長寿

ン

課の主な事業

介護保

6

グ

険会計

高額介護予防サ

事

ービス相当事業
予算額

業

481 千円

目的

　総

予

合事業の利用者負担合

算

計額が一定額を超えた

額

場

合に、高額介護予防

9

サービス費に相当する

,

費用を支

給し、利用者

6

の負担軽減を図る。

主

6

たる内容

　利用者負担

年

2

額が一定額を超えた場

千

合に超えた分を

高額介

円

護予防サービス相当事業費として支給する。

目

8

令和  6 年度 長寿

的

課の主な事業

介護保

　

険会計

高額医療合算介

　

護予防サービス相当
予

基

算額 598 千円
事業

本

目的

　各医療保険者に

度

チ

おける世帯内で、１年

ェ

間の医療及

び介護の両

ッ

制度における自己負担

ク

額が著しく高くな

った

リ

場合に、一定の上限額

ス

を超える部分について

ト

、

高額医療合算介護予

を

防サービス費に相当す

行

る費用を

支給し、総合

い

事業の利用者負担の軽

長

、

減を図る。

主たる内容

運

　各医療保険者におけ

動

る世帯内で、医療と介

器

護の費

用を合算した自

の

己負担額が一定額を超

機

えた場合に、

超えた部

能

分を医療・介護両保険

が

者で按分し、介護保

険

低

分を高額医療合算介護

下

予防サービス相当事業

寿

し

費と

して支給する。

て

8

令和  6 年度 長寿課

い

の主な事業

介護保険

る

会計

介護予防ケアマネ

又

ジメント事業
予算額 3

は

3,915 千円

目的

そ

　高齢者が要介護状態

の

にならないための予防

恐

や、能

力の維持向上を

れ

図るとともに、本人の

課

が

自立した生活

に向けて

あ

、専門的な立場から支

る

援していく。

主たる内

総

容

　地域包括支援セン

合

ターが要支援者または

事

基本チェ

ックリストの

業

基準に該当した対象者

対

の希望するサー

ビス等

象

を踏まえて、ケアマネ

者

ジメント（アセスメン

の

や

ト、ケアプランの作成

要

、モニタリング等）を

支

行う。

8

令和  6 年

援

度 長寿課の主な事業

１

介護保険会計

介護予防

・

把握事業
予算額 682

２

千円

目的

　要介護状

の

態等にならないよう予

高

防することを通じ

て、

齢

高齢者一人ひとりが活



令和 主

的

心して過ごすことがで

に

きるように、包

括的、

取

継続的な支援を行う地

り

域包括ケアシステムの

組

実現を図る。

主たる内

む

容

　地域における介護

こ

予防事業ケアマネジメ

と

ント、総

合相談・支援

を

、包括的・継続的マネ

支

ジメント、権利

擁護を

な

援

円滑に行う地域型地域

し

包括支援センター及び

、

各地域型地域包括支援

も

センターの総合調整・

っ

後方支

援等を行う基幹

て

型地域包括支援センタ

地

ーを運営する

。

9

域の介

事

護予防に対する意識の

業

向上に資

する。

令和6年度は令和5年度実施

介

分の評価ポイント換金

護

事

務のみ行う。

主たる

保

内容

　愛称「はつらつ

険

サポーター」

　介護予

会

防ポイント事業の登録

 
計

をした高齢者が、市

の

介

指定した介護保険施設

護

、地域サロンなどでサ

予

ポー

ター活動（レクリ

防

エーションの補助、配

ポ

膳、傾聴な

ど）を行っ

イ

た場合、活動実績に応

ン

じて評価ポイント

を付

ト

与し、本人の申出によ

事

り当該評価ポイントを

6

業

現

金や寄付に転換し交

予

付（年間最高5,00

算

0円）する。

9

令和

額

 6 年度 長寿課の主な

2

事業

介護保険会計

地

0

域リハビリテーション

0

活動支援事
予算額 35

千

3 千円
業
目的

　住民

円

主体で運営する通いの場やいきいきクラブに

年

目

リハビリテーション専

的

門職等を派遣すること

　

で、地

域における介護

高

予防の取組を機能強化

齢

する。

主たる内容

　理

者

学療法士及び作業療法

が

士を、いきいきクラブ

介

や

地域サロンに派遣し

護

、運動指導や講話を実

予

施する。

9

令和  6 度

防

年度 長寿課の主な事業

ポ

介護保険会計

地域サ

イ

ロン活動等補助事業
予

ン

算額 1,692 千円

ト

目的

　住民主体の自主

事

活動として行う通いの

業

場（サロン

等）の運営

の

と継続的な活動を支援

活

し、地域における

介護

動

予防の取組を推進する

長

を

。

主たる内容

　体操、

通

レクリエーション、認

じ

知症予防のための取

組

て

等介護予防活動を実施

、

する団体に対し、補助

社

金を

交付する。（活動

会

回数や活動時間、参加

参

者等の要件

を満たすも

加

の）

9

令和  6 年度

及

長寿課の主な事業

介

寿

び

護保険会計

高齢者健康

地

増進事業
予算額 4,1

域

69 千円

目的

　フレ

貢

イル対策の３つの要件

献

である栄養（食、口腔

を

）、運動、社会参加の

行

各項目を解決するため

う

に、オ

ンライン体操教

こ

室や健康教室を開催し

と

講義や運動実

技を通し

課

に

て健康改善、介護予防

よ

へつなげる。

主たる内

り

容

 介護予防及び介護

、

状態の重度化防止等を

自

推進する

とともに、運

ら

動の習慣化や社会参加

の

等を促すため、

SNS

介

を用いた動画の配信を

護

行なう他、低栄養状態

予

の

高齢者を対象に、フ

の

防

レイル予防のための健

及

康教室を

開催する。

び

9

令和  6 年度 長寿課

健

の主な事業

介護保険

康

会計

地域包括支援セン

増

ター運営事業
予算額 2

進

02,942 千円

目

に

的

　高齢者が多様な社

積

会資源を活用しながら

極

、住み慣

れた地域で安



令和 主

護

介護保険会計

家族介護

が

慰労事業
予算額 200

で

千円

目的

　重度の要

き

介護者を介護保険サー

る

ビスを利用せずに

在宅

よ

で介護する家族の負担

う

を軽減し、福祉の増進

支

を

図る。

主たる内容　

援

　市民税非課税世帯の

し

要介護4・5の在宅高

な

、

齢者を、

過去１年間介

当

護保険サービスを利用

該

せずに介護して

いる家

高

族に慰労金を支給する

齢

。

10

者の権利擁

事

護を図る。

主たる内容

業

　

　認知症などにより判断能力が十分でない

介

65歳以上

の高齢者な

護

ど、成年後見制度の利

保

用が必要とされる

高齢

険

者であって、身寄りが

会

なく親族等による家庭

 
計

裁

判所への後見開始等

成

の審判申立が困難な場

年

合に、当

該高齢者の親

後

族等に代わり、市長が

見

後見開始等の審

判申立

制

を行う。

10

令和  

度

6 年度 長寿課の主な事

利

業

介護保険会計

認知

用

症家族介護支援事業
予

支

算額 1,212 千円

6

援

目　　的

　認知症高齢

事

者の介護方法等に関す

業

る情報交換の場

の提供

予

、認知症に関する知識

算

習得機会の提供及び相

額

談窓口を設置すること

1

により、認知症高齢者

,

を介護

する家族を取り

7

巻く環境を整備する。

5

また認知症カ

フェに認

年

6

知症本人や家族が安心

千

して集えるようにす

る

円

。

主たる内容

【認知症家族支援プログラム】

目

介護者が、認知症に

関

的

する知識の習得や仲間

　

づくりを通じて、介護

判

を乗

り切る力を身につ

断

けることを支援する。

能

【認知症介護家族交流

度

力

会】介護者同士が支え

の

合い地

域での活動の拠

不

点となる会を開催する

十

。

【認知症個別相談】

分

介護する家族の悩み、

な

相談につ

いて専門医が

認

個別に対応する。

【認

知

知症カフェ】認知症カ

症

フェ運営者に対し必要

高

な

消耗品を支給する。

長

齢

10

令和  6 年度 長

者

寿課の主な事業

介護

等

保険会計

はいかい高齢

の

者家族支援事業
予算額

た

889 千円

目的

　認

め

知症によりはいかいの

に

症状がみられる高齢者

家

の

早期の保護及び事故

庭

防止を図り、家族が安

裁

心して介

護できる環境

寿

判

を整備する。

主たる内

所

容

　要支援又は要介護

に

認定を受けた者のうち

成

、認知症

の状態にあり

年

、はいかいの症状があ

後

る方の家族に、

屋内外

見

での急病その他の緊急

制

時に通報する機能を有

度

し、かつ所在を検索す

の

るための情報を発信す

課

後

る機能

を有する機器と

見

屋内に設置するセンサ

等

ーを貸与する

。

10

の

令和  6 年度 長寿課の

審

主な事業

介護保険会

判

計

行方不明高齢者等Ｓ

を

ＯＳネットワー
予算額

申

218 千円
ク事業
目

し

的

　認知症等によるは

立

いかいにより行方不明

の

て

になる恐

れがある高齢

、

者等の早期発見、迅速

財

な安全確保につ

なげる

産

。

主たる内容

　行方不

管

明高齢者等ＳＯＳネッ

理

トワーク登録者で、

希

や

望する方へＱＲコード

身

つきのシールを配付す

上

る。

10

令和  6 年

監

度 長寿課の主な事業



令和 主

る

週月曜日から金曜日の

内

夕食を配達すると

とも

容

に安否確認を行う。

　

〇

利用者負担は、1食に

認

つき350円。

11

知症サポー

な

ター養成講座および認

事

知症サポータ

ーステッ

業

プアップ講座の開催

　認知症を正しく理解し

介

、偏見を持たず、認知

護

症の

人や家族に対して

保

温かい目で見守る「認

険

知症サポー

ター」を養

会

成する。また、ステッ

 
計

プアップ講座によ

り、

認

地域で自主的に活動で

知

きるサポーターを育成

症

す

る。

11

令和  6

サ

年度 長寿課の主な事業

ポ

介護保険会計

シルバ

ー

ーハウジング支援事業

タ

予算額 15,227 千

ー

円

目的

　シルバーハ

等

ウジングに居住する高

6

養

齢者に対し、生

活援助

成

員を派遣して生活指導

事

・相談、安否の確認、

業

緊急時の対応等のサー

予

ビスを提供することに

算

より、

高齢者が自立し

額

て安全かつ快適な生活

4

を営むことが

できるよ

0

う在宅生活を支援する

4

。

主たる内容

　老人デ

年

千

イサービスセンターひ

円

まわりに生活援助員

を配置し、シルバーハウ

目

ジングに居住する高齢

的

者に

対し、定期的な訪

認

問及び電話による安否

知

確認を行う

とともに、

症

緊急通報システムによ

に

り連絡を受けた場

合、

関

すぐに駆けつけて適切

度

す

な対処をする。なお、

る

夜

間及び休日は緊急通

正

報受報業者により対応

し

する。

　生活援助員派

い

遣手数料として、月額

知

1,000円。（

生活

識

保護法による被保護者

を

世帯及び生計中心者市

学

民

税所得割非課税世帯

ぶ

は除く。）

11

令和 長

機

 6 年度 長寿課の主な

会

事業

介護保険会計

介

を

護相談員派遣事業
予算

提

額 2,047 千円

目

供

的

　介護サービス利用

し

者のサービス等に対す

、

る疑問や

不満などを解

認

消し、派遣を受けた事

知

業所における介

護サー

症

ビスの質の向上を図る

寿

高

。

主たる内容

　介護サ

齢

ービス事業所等に定期

者

的に介護相談員を派

遣

が

し、介護サービス利用

安

者の相談や困っている

心

こと

を直接聞き取り、

し

介護サービス事業所等

て

にその内容

を伝え、問

暮

題の解消を図る。

1

ら

1

令和  6 年度 長寿課課

す

の主な事業

介護保険

こ

会計

調整食サービス事

と

業
予算額 7,513 千

が

円

目的

　病気療養目

で

的で食事に配慮が必要

き

な高齢者の居宅

に調整

る

食を提供するとともに

地

、定期的に栄養相談に

域

伺い、在宅の高齢者等

づ

が健康で自立した生活

の

く

を送る

ことができるよ

り

う支援する。

主たる内

を

容

【経常】

　65歳以

推

上の高齢者のみの世帯

進

で、主治医等からカ

ロ

す

リーや塩分等の制限ま

る

たは食事形態の指示を

。

受け

ていて、調整食の

主

提供が必要であると判

た

断された人

に対し、毎



令和 主

一

域支援推進員設置事業

体

予算額 21,718 千

的

円

目的

　認知症地域

に

支援推進員を地域包括

提

支援センターに

設置す

供

ることで、地域の実情

す

に応じた関係機関の連

る

携、相談業務を実施し

体

、認知症高齢者やその

制

家族が

安心して生活し

な

を

続けられるような地域

構

づくりを推進

する。

主

築

たる内容

　地域包括支

す

援センターに認知症地

る

域支援推進員を

設置し

た

、状況に応じた適切な

め

サービスが提供される

に

よう関係機関の連携を

、

図るための事業、認知

関

症高齢

者とその家族を

事

係

支援する相談支援等を

機

実施する。

12

関の連携推進を図

業

る。

主たる内容

　地域のサービス資源を把握

介

し、関係者で構成する

護

協議会において、課題

保

の抽出と対応の協議を

険

行い、

在宅医療・介護

会

連携体制の構築に資す

 
計

る取組みを行

う。

1

在

2

令和  6 年度 長寿課

宅

の主な事業

介護保険

医

会計

生活支援体制整備

療

事業
予算額 18,66

・

7 千円

目的

　団塊の

介

世代が75歳を迎える

護

2025年を前に増大

連

する

介護給付費に対し

携

て介護にならないため

6

推

の取り組み

が重要にな

進

る。多くの課題がある

事

中で、生活支援体

制整

業

備事業をより適正に運

予

営するために必要な経

算

費

を計上する。

主たる

額

内容

　生活支援・介護

1

予防サービスの提供主

1

体が参画し

て、定期的

,

な情報共有及び連携強

年

8

化の場として、中

核と

0

なる協議体を設置する

3

と共に、各地域に生活

千

支

援体制を推進する生

円

活支援コーディネーターを配置

する。

12

目

令和  6 年度 長寿課の

的

主な事業

介護保険会

　

計

ちょこっとささえあ

医

い事業
予算額 8,68

度

療

8 千円

目的

　高齢者

と

の増加、世帯構成の変

介

容などにより、介護

を

護

行う人材が不足するこ

の

とが想定される。今後

両

、日

常生活で支援が必

方

要な高齢者が住み慣れ

を

た地域で在

宅生活を継

必

続していくためには、

要

地域住民が支えあ

うサ

長

と

ポート体制を構築する

す

必要があるため。

主た

る

る内容

　事務局を設置

高

するとともに、生活支

齢

援コーディネ

ーターを

者

配置し、以下の業務を

が

行う。

（１）生活サポ

、

ーターの発掘および養

住

成

（２）利用者と生活

み

サポーターとのマッチ

寿

慣

ング

（３）関係機関お

れ

よび地域との連携　等

た

12

令和  6 年度 長

地

寿課の主な事業

介護

域

保険会計

地域ケア会議

で

推進事業
予算額 3,1

安

25 千円

目的

　地域

心

包括ケアシステムの構

し

築に向けて、高齢者個

て

人に対する支援の充実

課

生

と、それを支える社会

活

基盤の

整備を進め、さ

で

らには地域課題の解決

き

に必要な資源

開発や介

る

護保険事業計画への反

よ

映などの政策形成に

つ

う

なげる。

主たる内容

　

、

地域包括支援センター

在

に地域ケア会議の実施

宅

を委

託する。

　会議は

の

医

異なる職種（包括職員

療

、ケアマネ、介護事

業

と

者、民生委員、医師、

介

住民等）を集め、個別

護

ケー

ス又は地域課題に

サ

ついて検討し、解決に

ー

必要な地域

づくりをす

ビ

る。

12

令和  6 年

ス

度 長寿課の主な事業

を

介護保険会計

認知症地



令和 主

に早期に関わる「認知

な

症初期集中支援

チーム

事

」を地域包括支援セン

業

ターに配置し、早期診

断・早期対応に向けた

介

支援体制を構築する。

護

主たる内容

　認知症が

保

疑われる人又は認知症

険

の人及びその家族

を複

会

数の専門職が訪問し、

 
計

アセスメントや家族支

認

援

等、初期の支援を包

知

括的・集中的に行う。

症

13

令和  6 年度 長

初

寿課の主な事業

介護

期

保険会計

審査手数料支

集

払事業
予算額 653 千

中

円

目的

　愛知県国民

支

健康保険団体連合会が

援

行う、事業者か

らの請

6

推

求の審査・支払いに対

進

する手数料を支払う。

事

主たる内容

　愛知県国

業

民健康保険団体連合会

予

が行う、事業者か

らの

算

請求の審査・支払いに

額

対する手数料を支払う

2

。

13

令和  6 年度

2

長寿課の主な事業

介

,

護保険会計

介護保険基

年

7

金積立事業
予算額 68

4

0 千円

目的　

　介護

0

保険基金を活用するこ

千

とにより、介護保険事

円

業の安定的な運営を図る。

主たる内容　

　介

目

護保険基金（介護給付

的

費準備基金）に保険料

　

剰

余金及び運用収入金

認

を積み立てる。

13

度

知

令和  6 年度 長寿課の

症

主な事業

介護保険会

に

計

第１号被保険者保険

な

料等過年度還付
予算額

っ

4,250 千円
事業

て

目的

　第１号被保険者

も

が死亡・転出等の資格

本

喪失等によ

り過誤納と

人

なった過年度保険料を

の

還付する。

 

主たる内

長

意

容

　過誤納等により発

思

生する過年度の保険料

が

を還付す

る。

13

令

尊

和  6 年度 長寿課の主

重

な事業

介護保険会計

さ

国庫支出金等過年度返

れ

還事業
予算額 1 千円

、

目的　

　前年度に歳入

可

した国庫支出金等の精

能

算を行う。

主たる内容

寿

な

　

　前年度に歳入した

限

国庫支出金等について

り

、必要額

確定により、

住

剰余分をそれぞれの機

み

関に返還する。

 

1

慣

3

令和  6 年度 長寿課

れ

の主な事業

介護保険

た

会計

一般会計繰出事業

環

予算額 1 千円

目的　

境

　前年度に歳入した一

課

や

般会計繰入金の精算を

家

行う。

主たる内容　

　

庭

前年度に歳入した一般

で

会計繰入金について、

暮

必要

額確定により、剰

ら

余分を一般会計に繰り

し

出す。

 

13

続ける

の

ため、本

人やその家族


